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収容率＊1と
進学率＊2

集
停
止
を
進
め
れ
ば
、
地
域
の
収
容
力

が
下
が
り
、
県
内
進
学
率
の
低
下
に
拍

車
が
か
か
る
可
能
性
が
あ
る
。

　群
馬
県
が
実
施
し
た
高
校
生
の
意
識

調
査
で
は
、
県
外
進
学
希
望
者
と
県
内

進
学
希
望
者
と
の
間
で
、
県
内
就
職
意

向
に
大
き
な
差
が
見
ら
れ
た
【
図
表

5
】。
地
域
内
の
収
容
力
の
低
下
は
、

地
域
社
会
を
支
え
る
人
材
減
に
も
つ
な

が
る
。
こ
れ
は
、
一
大
学
だ
け
の
問

題
で
は
な
い
。地
域
と
対
話
を
重
ね
て
、

将
来
に
向
け
た
計
画
を
策
定
す
る
こ
と

が
不
可
欠
だ
。
地
域
に
よ
っ
て
は
、
今

後
は
、
県
を
超
え
た
連
携
に
よ
る
ア
ク

セ
ス
の
確
保
も
検
討
事
項
に
加
え
て
み

た
い
。
す
で
に
産
業
界
で
始
ま
っ
て
い

る
「
広
域
経
済
圏
」
を
志
向
し
た
産
学

連
携
で
の
ビ
ジ
ョ
ン
の
策
定
な
ど
の
活

動
も
参
考
に
な
る
だ
ろ
う
。

　定
員
や
教
育
、
経
営
の
あ
り
方
を
見

直
す
た
め
、「
知
の
総
和
答
申
」
の
内

容
を
基
に
、
方
針
の
見
直
し
や
現
状
の

取
り
組
み
の
整
理
を
進
め
た
い
。【
図

表
６
】
に
、
そ
の
際
の
論
点
と
、
そ
れ

に
対
す
る
取
材
大
学
の
考
え
を
参
考
ま

で
に
ま
と
め
た
。

　人
口
減
が
進
む
中
、「
こ
れ
ま
で
ど

お
り
」と
い
う
考
え
方
は
通
用
し
な
い
。

し
か
し
、
裏
を
返
せ
ば
、「
こ
れ
ま
で

に
な
い
大
学
の
あ
り
方
」
に
挑
戦
で
き

る
状
況
で
も
あ
る
。
萎
縮
せ
ず
、
第
二

創
業
の
意
気
込
み
で
、
こ
の
困
難
に
立

ち
向
か
っ
て
い
き
た
い
。

　人
口
減
社
会
に
向
け
、
他
セ
ク
タ
ー

で
は
、
す
で
に
再
編
・
統
合
の
施
策
が

実
施
さ
れ
て
い
る【
図
表
1
】。公
立
小
・

中
学
校
と
医
療
機
関
に
共
通
す
る
の

は
、「
ニ
ー
ズ
の
変
化
へ
の
対
応
」
だ
。

さ
ま
ざ
ま
な
分
野
で
、
求
め
ら
れ
る
こ

と
が
大
き
く
変
化
す
る
中
で
は
、
提
供

す
べ
き
も
の
を
再
考
す
る
こ
と
が
出
発

点
と
な
り
そ
う
だ
。
オ
ン
ラ
イ
ン
教
育

と
い
う
新
た
な
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
結

果
、
3
千
人
超
の
入
学
者
を
確
保
し
た

Z
E
N
大
学
の
例
か
ら
も
、
そ
れ
は
明

ら
か
だ
。
一
方
、
地
域
銀
行
の
例
を
見

て
も
、
そ
れ
を
実
現
す
る
た
め
の
経
営

基
盤
の
強
化
は
必
須
と
な
る
。例
え
ば
、

他
大
学
と
の
連
携
に
よ
る
機
能
、
業
務

の
効
率
化
を
検
討
し
た
い
。

　【図
表
2
】
は
、
各
都
道
府
県
の
大

学
進
学
希
望
者
に
対
す
る
収
容
力
を
示

し
た
も
の
だ
。
す
で
に
25
県
で
は

70
％
未
満
、
7
県
で
は
50
％
未
満
だ
。

文
科
省
の
算
出
に
よ
る
と
、
収
容
率
は

進
学
率
と
相
関
関
係
が
見
ら
れ
る
【
図

表
３
】。
学
校
法
人
対
象
の
調
査
に
よ

れ
ば
、
地
方
の
学
校
法
人
の
う
ち
、

35
％
が
定
員
の
削
減
を
実
施
、
あ
る
い

は
検
討
を
進
め
て
い
る
【
図
表
4
】。

募
集
停
止
に
つ
い
て
も
、
34
％
が
今
後

検
討
す
る
可
能
性
が
あ
る
と
し
て
い

る
。
大
学
が
そ
れ
ぞ
れ
定
員
削
減
や
募
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＊1 当該地域の大学・短期大学への入学者数／当該地域の18歳人口
＊2 当該地域からの大学・短期大学への入学者数／当該地域の18歳人口

＊3  「新人弁護士が地方で不足、全国１６会で「０人か１人」…所得格差や法科大学院の廃止影響」読売新聞（2025年5月8日）、「薬剤師人材の流出懸念　福島県いわき市の医療創生大、薬学部の
      募集停止。2026年度から学部再編」福島民報（2025年1月11日）などの報道が出ている

＊取材を基にBetween編集部にてまとめ

Ｑ１
自学は「知の総和答申」
のどこに注目すべきか？

取材大学の考え、取り組み例

【図表6】自学における「定員」と「教育」のあり方を考える５つの論点

【図表3】収容率が高いほど、
進学率は高くなる～収容率
と進学率の相関関係について 

収容率と
自県内
進学率

正の相関関係にあり、収容
率が高い都道府県ほど、
進学率が高い傾向にある

▶（医療系人材を育成しているため）地元のニーズを考えたら、大学は残さないといけない。経営
維持のためにはダウンサイジング。学生が来ない分野（学部学科等）は再編が必須と考えてい
る。【金城大学】
▶「質」「量」「アクセス」に加え「多様性（教育の中身）」が必要。日本語バリアがなくなれば、海
外大に直接進学する日本人も増え、国内大学にとっては脅威。外貨獲得のためにも、攻めの
「知の総和」を行いたい。【大阪キリスト教短期大学】

▶定員減や学部再編はすでに実施済み。今後は今の定員を維持することが大事。教育の質の
維持、多様性の確保、キャンパスの活気のため。【九州産業大学】
▶志望者が少ない課程の廃止、定員減。短大の存続については、202６年度までの募集状況
を見て決める。なお、短大教員が大学に移籍しやすいよう、互いの教員同士の共同研究を進め
ている。【金城大学】
▶定員減＝教育環境を整える財源が減ること。現状、学生募集や財務は堅調なものの、1000
人に満たない定員のため、今後のことを考えると、むしろ増やすことも視野に、経営体力を増強し
たい。【高崎商科大学】
▶拙速な定員減では、教育の質が下がる可能性も。「定員は減らさず意味のある教育価値を提
供→ユニークな教育として認められる」短大をめざす。【大阪キリスト教短期大学】

▶全国の商業高校との連携事業で県外出身学生の入学比率を高めているほか、経営改革支
援事業を活用して、県内企業人向け教育にも取り組み、収入構造の転換と教育の質向上を図
る。【高崎商科大学】
▶ニーズに応じた学生の多様化や学科、大学院等を設置（男性保育士ニーズ→共学化、在日
外国人の子女の保育・介護人材・ICT人材ニーズ→留学生受け入れを強化し、就労ビザがおり
やすいICTと幼児教育をかけ合わせた学科・介護福祉別科・日本語別科設置、短大卒業生の
学び直しニーズ→専門職大学院設置）。【大阪キリスト教短期大学】
▶「観光」における社会人教育に力を入れ、観光地経営リーダー育成プログラムを実施。福岡
県が受講料を補助。【九州産業大学】

▶エリア内の大学との連携を実施（金沢工業大学と、理学療法学科で教育連携）。【金城大学】
▶学生の７割が県内出身なので、県内の教育を担う立場からして、経営存続は必須。そのため
の課題は３つ。①教育の質向上 ②ブランディング ③①②をけん引できる人材の育成。①②は③
があってこそ。自分の行動や意見で大学を改革する組織風土づくりに尽力。【高崎商科大学】
▶課題山積の中、学校法人同士が共同で今後の連携や国際化、ICTを活用した経営をする大
学間連携のプラットフォームの構築を、付属研究所にて検討中。【大阪キリスト教短期大学】

▶大学全体の目標達成能力を高める組織風土づくり。人事考課制度を導入し、大学のミッショ
ンや中期計画を個人の活動・待遇に反映させているほか、日頃から職員の意見に基づいて職場
環境や待遇改善を図ることで、改革改善意識の醸成を図っている。【高崎商科大学】
▶教育の質向上による定員維持（経営存続）のためには、研究力向上が必要。授業コマ数減
（文系６コマ→５コマ、理系・芸術系7コマ→6コマ）、クォーター制やサバティカル制度導入によ
る研究時間確保、基礎研究費の支給など。【九州産業大学】
▶ミッション、ビジョン達成、財務統制（収支均衡、必要な投資はする）、働きやすい環境づくり。
【大阪キリスト教短期大学】

強い正の相関関係にあり、
収容率が高い都道府県ほ
ど、自県内進学率が高い傾
向にある
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＊群馬県産業経済部労働政策課
「令和６年度群馬県内高校生の就職・Ｕターン意識調査」

【図表5】群馬県の高校生の将来の
就職先希望地域（進学希望者のみ）

群馬県外進学（40%） 群馬県内進学（40%） 未定（20%）
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ポイント

Ｑ2
少子化が進む中で、
「定員」について
考えるときの教育上、
経営上のポイントは？

Ｑ3
少子化が進む中で
「定員」をどのような
構成で考えればよいか？

Ｑ4
地域の「高等教育への
アクセス確保」のために
何が必要か？

Ｑ5
「適正な定員の維持」と
「教育の質向上」の
ために求められる
経営努力は？
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【図表4】学校再編に関する
取り組みの状況

【図表2】都道府県別大学進学者収容力（対大学進学希望者）

【図表1】他セクターでの少子化・人口減社会に向けた再編・統合の例 

小学校：26,730校（1956）→18,699校（2023）
中学校：13,001校（1956）→9,095校（2023）

少子化に伴う学校の小規模化や時代・社会の進
展に対応した教育ニーズの質的変化への対応

各市町村において、地域の実情を踏まえ、児童生
徒の教育条件の改善の観点を中心に据え、学校
教育をより良く実現するために行うべきもの

時期

規模

背景

目的

手法

※三大都市圏：東京23区、名古屋市、京都市、大阪市、神戸市
＊中教審「知の総和答申」関係データ集（OCC教育テック総合研究所
「第2回OCC教育テックフォーラム学校再編を通じた経営革新」学校再編
に関する調査概要資料を基に文部科学省作成

定員
削減

募集
停止

定員削減
（三大都市圏）

×2以上
定員削減
（地方）

募集停止
（三大都市圏）

募集停止
（地方）

検討中 今後検討する可能性取組済・取組中

13％ 3％ 30％

26％ 9％ 29％

17％ 13％

17％ 13％

20％

34％

約50％

約65％

＊中教審「知の総和答申」関係データ集より。一部Between編集部にて加工（データは2023年度のもの）

＊中教審「知の総和答申」関係資料集を基にBetween編集部にて一部抜粋、情報追加してまとめ

▶「公立小・中学校の統合方策について」（文部
科学事務次官通知）（1956）
▶「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等
に関する手引」の作成（2015）
▶財政支援（統廃合する場合も、小規模として存
続する場合も、支援の対象となり得る）等

100行（2020）→99行（2024）

人口の減少等による地銀等の経営環境の悪化

地域経済の基盤となる金融サービスの維持

▶金融機能強化法の改正による資金交付制度の
創設（2021※５年間の時限立法）
実施計画（合併・経営統合等の経営基盤強化の
計画）の提出／審査会による審査・認定／資金交
付等

125.1万床（2015）→119.9万床（2022）

中長期的な人口構造の変化や地域の医療ニーズ
の質・量の変化

良質かつ適切な医療を効率的に提供できる体制
の確保

▶医療法改正（2014）
地域医療構想（各地域における2025年の医療需要と
病床の必要量について、医療機能（高度急性期、急性
期、回復期、慢性期）ごとに推計し、各都道府県が地域
医療構想調整会議で協議を行い、病床機能の分化・連
携を進める）の創設／病床機能報告制度（各医療機関
の足下の現況と今後の方向性を「見える化」）の創設等

公立小学校・中学校 地域銀行医療機関
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大学進学者収容力
＝（各県の大学入学定員／各県の大学進学希望者数）×100

（ ）内は年度

92.6 89.1 89.2 90.386.2 89.9

特集  「定員」と「教育」

＊3

●教育の質向上と定員の
  バランスをどう取るか

●自学ならではの教育の
　特色化

●定員減、募集停止が
　想定される場合は、
　いつ何をもって
　決断するかを決めておく

●攻めの定員と教育の
  可能性はないか

●活路を見いだせる
  ニーズの発掘

●市場の多角化による
  収入構造の転換

●地域の人材育成機関
　として何を担うのか
   ー経営人材の育成
   ー他大学との連携、
     ネットワークづくり

●改革に向けた
　組織風土づくり

●文科省の施策を改革に
  どう活用するか

●教育と研究の両輪
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